－防災－

テーマ： 災害時の行政とボランティア

－栃木県北部地区集中豪雨災害(那須水害)を通して－
第1章 那須町水害ボランティアセンター設立の経緯

1998年8月27日  栃木県北部に大雨洪水警報発令

                      黒磯市災害対策本部設置

                      黒羽町に緊急水害対策連絡会議設立

           28日  栃木県社会福祉協議会が要請に備えた体制の整備とボランティア募        

                  集開始

           29日  ｢救援ボランティア活動拠点｣を黒磯市社会福祉協議会内に設置を決             

                  定(30日より活動開始)

             30日  那須町においてボランティア活動についての会議が行われる

· ボランティアが運営するボランティアセンターをつくる

· 那須町とお互いに協力し合う方式を取る(那須町方式)

                    ボランティアセンターの構想の作成

         9月1日   マスコミに発表し正式にボランティアの募集を始める

                    ボランティア受け入れのための張り紙を作成する

                    被災者からの依頼を受ける

             2日   ボランティア受付開始

                    ボランティアセンターの事務局長が那須町課長会議に出席し、協力      

                    を依頼する

             12日  一般からのボランティアの受入れを中止する

第２章   那須水害において参考にされた栃木県社会福祉協議会のマニュアル

第1節 災害発生時に求められたボランティア活動

(1) 救援活動の基本的な考え方と役割

考え方…過去の教訓を基にし、社会福祉協議会は、福祉を実施する立場から、地域の防災体制に積極的に参加し、災害時の要援護者への福祉的な援助や生活支援を行う必要がある。

役割…被災地の市町村社協などの社会福祉関係機関は、ボランティアセンターなどの機能を活かして、自発的に救援活動にあたるボランティアや民間組織による支援が被災者にとって有効な活動となるような様々な支援を行う。

(2) 発災直後の初動マニュアル
〇発災から２４時間以内
・被災状況の点検


・地区社協、近隣における人命救助活動や、要援護者の安否確認


・社協職員の緊急出勤、情報収集


・県社協との連絡、緊急対策会議の開催


・緊急を要する支援活動

〇発災から４８時間以内
・緊急役員会などの開催


・福祉救援対策本部の設置の決定と設置の準備


・ケア付き避難所に対する支援開始

〇発災から７２時間以内
・福祉救援対策本部


・被災地外からの支援の受け入れ、応急救援活動への着手

      被害状況判断、救援活動の方針を検討する場合の判断基準

レベル
被災状況
救援活動の方針

〔Ａ級〕
〇激甚災害であり、ライフラインが広範囲
〇被害が最も大きく、被災地の市町村


   にわたって断絶している。
  社協だけでは救援活動が十分展開


〇中心部に通ずる幹線道路や鉄道が大
  できないため、県社協・市町村社協


   幅にまひしている。
  が合同で福祉救援対策本部を設置。


〇多数の死傷者が発生、避難所が開設
〇さらに全国の社協ネットワークによる


   された。
  支援体制を確立して取り組む。


〇全壊・半壊の家屋が多数。
【全国の支援体制による】


〇要援護者家庭も多数被災。


〔Ｂ級〕
〇激甚災害であり、ライフラインが一部で
〇被害は中規模であり市町村社協の


  断絶され、半壊家屋も多数みられ、一部
  機能、地域住民組織などの機能も回


  で避難所が開設される。
  復しやすい状況にあり、市区町村社


〇一部の地区で大きな人的被害がみら
  協が主体的に救援に取り組む。


  れる。一部で避難所が開設された。
〇ボランティアセンター、在宅者の生活


〇交通のまひは部分的である。
  支援など、都道府県・市区町村社協



  が合同で福祉救援対策本部を設置。



【県内の支援体制による】

〔Ｃ級〕
〇災害は激甚ではない。半壊家屋などは
〇被害は軽微であり、基本的には市町


  少なく、ライフラインも断絶していない。
  村社協が自力で救援活動を展開する


〇一部の地区で人的被害がみられ、一部
【自力での救援活動】


  避難所が開設された。


第2節 被災地における救援体制の確立

(1) 福祉対策本部の役割

   ・救援ボランティアに対する支援

(2) 福祉救援対策本部の組織

     福祉対策本部には、市町村社協の構成員である以下の組織が参加し、各種の連携               

    をはじめ、市町村の災害対策本部及び合同本部と連携をもって救援活動を展開する。

(3) 福祉救援対策本部の業務

福祉救援対策本部は前述の役割を担うために次の業務部門を設置する。

 第３節 被災都道府県・指定都市を超えた支援体制の確立

(1) 都道府県・指定都市における役割

(2) 救援ボランティア活動の目標

(3) 行政サービスの原理と異なるボランティア活動の特質

ボランティアは被災地に負担をかけない「自給自足」を原則

第3章 那須水害発生時における行政とボランティアとの連携

   那須水害では、過去の災害ボランティアの例を参考に那須町独自の災害ボランティア活動（那須方式）が考え出された。過去の災害ボランティア活動では、情報や物資、ボランティア、活動資金などを自前で手に入れて行政とあまり連携していなかったことをふまえて、那須方式では町役場と連絡を取りながら行動しようとした。（さろん再録37  98年10月8日栃木県Vネット放送  増田 茂 那須町水害ボランティアセンター事務局長の話）

実際、水害発生時毎晩行政側（那須町）とボランティアとの話し合いがおこなわれていた。（別表参考）

第４章   水害後の活動状況

第1節 現地のボランティア団体の活動状況

(1) 広報誌の発行

· 生活を支えるサービス情報の提供

· 義援金、見舞金の配分情報の提供

  (２) ごみの処理

第2節 平常時におけるボランティアの育成

(1) ボランティアの育成

      ボランティア連絡協議会の育成
